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国連Global Digital Compactをベースとした世界観
 デジタル公共インフラは、マイナンバーカードなどの認証基盤、ガバメントクラウドなど、地域のDXを進める上で不可欠となる公共イン

フラが相当します。他方、通念上の公共性が高いものであっても、ソフトウエアやデータの場合、簡単にコピーが出来てしまうので、な
かなか公共財としての取扱が得られません（“限界費用がゼロであることに伴う自然独占が成立しやすい財”）。

 しかし現実には、広く使われるべきソフトウエアやデータが、結果的に購買力のある地域に導入が限定されてしまい、広く普及せず、
結果として、地域の暮らしのDXのブレーキとなっているケースが多々見られます。このため、国連も、デジタル公共インフラとデジタル公
共財を区別し、どのようにすればデジタル公共財の普及・活用を促すことが出来るのか、課題提起を行っているところです。



縦軸：機能要件 横軸：各企業で実装中の機能幅
官が進める協調領域・民が進める競争領域のイメージ

競争領域

競争領域

官民のフェアな協議で
進める協調領域

デジタル化横展開推進協議会 とは（2/3）
産業構造を見る目の変化
 デジタル公共財は、日本中どのエリアでも広く活用されるべき基礎的な機能を持った、協調領域にあるソフトやデータを指します。様々
な付加価値機能を付けて購買力のあるエリアを取り合うのではなく、できるだけ安く広く共有出来るような市場を作り、我が国の隅々
にまで活用いただけるようにするのが目標です。

 そのためには、競争領域で競争すべき付加的機能と、誰が作っても同じで共通に必要とされる基礎的機能とを峻別し、協調領域に
あるべき機能を定めていくことが必要となります。デジタル化横展開推進協議会では、こうした協調領域の切り出しを民主導で行い、
政府に提案する機能も担っていただき、デジタル庁では、その成果を、カタログ等に反映させているところです。



 協調領域におけるデータやソフトウエアの連携・共有が進めば、そこで得た投資余力とビックデータを、各社はむしろ、AIも活用しながら、より個人に
最適化した、若しくはより尖った新たなサービスへの投資に振り向けていくことができます。

 まさに、協調領域として切り出し共有したデータや共通のソフトウエアが、競争領域の市場フロントを押し上げていくイメージです。人手不足の深
刻化とAIによるデータ処理の必要性などの課題を解決するためにも、こうした協調領域と競争領域の好循環を作っていくことを目指しています。

協調領域と競争領域が生み出す投資のダイナミズム



 協調領域にあり共同で整備・普及すべきデジタル公共財は、暮らしを巡る様々な分野に存在しています。
 これらの領域は、小回りの利くベンチャーにとっても得意なはず。多重下請け構造を伴う地域分割競争から脱却し、優れたソフトウエアの横

展開を目指す本協議会の活動は、まさに、デジタル公共財の活用普及を目指す活動そのものでもあります。
 政府としては、本協議会と協力して、協調領域にあるべきデジタル公共財を積極的に特定・定義していくとともに、DMPやカタログの整備、

共同利用・共同調達による合理的な調達の促進など、様々な角度から、こうしたデジタル公共財の広範な普及に努めてまいります。

準公共分野や市民サービスで考えれる協調領域

【共同で整備すべきデジタル公共財の例】

① 市民アプリ型（NFT活用型含む）：第二市民も含め市民アプリを普及し行政分野横断的に活
用。例えば、行政情報の提供、各種補助等の給付、防災アプリや公共施設の利用管理や市
民イベントへの予約・参加管理などに横断的に活用。

② ポイント振興/観光アプリ型 ：プレミアム付き商品券のデジタル化、観光振興パスポート
などをきっかけに、購買・参加などの行動変容を把握できるインフラを作り、商工事業者
やベンチャーサービスが使えるマーケティングデータを提供。

③ MaaS発展型 ：域内の人流データや共用できる予約・配車管理、認証決済
などのツールを共同で整備し、タクシー、バス、ライドシェアなど様々な交通サービスが
共用。またそれと連動し、移動の自由に制約がある子供や高齢者向けの、イベント・サー
ビスへの予約・出退管理などを展開。

④ スマートヘルスケア型 ：医療機関、社会福祉施設、公民館など、健康・医療を支え
る関係機関の間で、医師、看護師、介護士、保健師、ケアマネ、社会福祉士など多様な専
門家が、医療データ、検診データ、行動履歴データなどを共有し、関係行政手続きも円滑
に処理できるようなデータ基盤を整備。それぞれが、より個人に最適化されたサービスを
展開。

⑤ 防災・レジリエンス型 ：発災直後の正確な情報の提供、避難所における被災者支援
活動の管理、支援物資等各種支援のデリバリー、各種証明や補助の申請・給付のオンライ
ン化、日頃からの移動動線の確認など、官民が力を合わせて迅速に動けるためのデータ連
携基盤や教養ツールの整備を展開。

 デジタルを活用した様々
な先端的サービスが

 各地域で複数連携して、
それぞれの地域の暮らし
を豊かにすると同時に、

 全国どこへでも、自由に
展開可能に

関係サービス間の
相互連携性の確保

オープンな
デジタル基盤整備
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デジタル公共財と横展開

1. デジタル公共財が広く普及すれば、より多くの方にデジタル社会の恩恵を
共有できるのではないか？過疎化の進む地域にこそ必要ではないか？ 

2. GAFAなどのプラットフォーマーが、デジタル公共財としてさらに活動領域を
広めていく可能性についてどう思うか？ 

3. こうした領域こそ、ソーシャルベンチャーが活躍できるのではないか？ 
4. これらの使いこなしをサポートし、盛り上げるコミュニティが重要だと思うが、
どう盛り上げて行くか？ 

5. 自治体のみならず、地域の事業者、金融機関などと一緒に、
デジタル公共財の開発や活用を盛り上げることはできないか？ 

6. 国民・市民の視点に立った時、デジタル公共財が普及・横展開した未来に
どんな日本が待っているのか？  
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